
1．はじめに 

 2015 年 9 月 25～27 日に開催された「国連持続

可能な開発サミット」において，2015 年が達成期

限であるミレニアム開発計画(MDGs)の後継とし

て，”Transforming Our World: 2030 Agenda for 
Sustainable Development” （私たちの世界を転

換する：持続可能な開発のための 2030 アジェン

ダ，以下 2030 アジェンダ）」1）が採択された。こ

れは，人間  (People) 、地球 (Planet) 、繁栄 
(Prosperity)、平和 (Peace)の強化のための行動計

画であり，「誰一人取り残さない」という考えのも

と，国際社会全体の協力 (Partnership)での実現

がうたわれている。これを実現させるための具体

的な目標として 2030 アジェンダに記載されてい

るのが，”Sustainable Development Goals”（持続

可能な開発目標, SDGs）である（第 1 図）。SDGs
の目標達成のためには，各国政府はもちろん，中

小企業から多国籍企業を含む民間セクターにおけ

る活動は必要不可欠とされている。以前から持続

可能性の議論が行われてきた木材産業 2）において

も，今後は SDGs との関係を踏まえていくことが

重要と考えられる。 
 SDGs には，環境，経済，社会という持続可能

な開発の 3 つの柱を包括的に扱い相互に関連して

いること，あるべき理想像から実施手段を積み上

げるトップダウンかつバックキャスティング的な

手法を採用したこと，といった革新性が存在する

3）。そのため，SDGs と木材産業の関係を検討する

ためには，基本的な構造や目標達成に向けた仕組

みの理解が必要不可欠である。そこで本稿では，

国連機関や日本国政府が発行した資料を中心に，

SDGs の概要と現状について，解説を行った。 

 2. SDGs の構成 

2.1  目標とターゲット 
 SDGs は，17 の目標，169 のターゲットで構成

されている（第 1 表）。これらの目標は，「5 つの

P」という言葉で知られる 2030 アジェンダを構成

する主要な概念，People (人間，目標 1, 2, 3, 4, 5, 
6），Prosperity（繁栄，目標 7, 8, 9, 10, 11），Planet 
(地球，目標12, 13, 14, 15)，Peace (平和，目標16)，
Partnership (パートナーシップ，目標 17)に対応

している 4）。また，各ターゲットには，それぞれ

の目標の達成のために具体的に必要とされる事柄

が記されている。一例として目標 13（気候変動）

のターゲットを第 2 表に示す。全てのターゲット

には番号が付されているが，末尾がアルファベッ

トのターゲットには，末尾が数字のターゲットを

達成するために必要な手段にあたる内容が記され

ている。 
 SDGs の特徴の一つとして，持続可能な開発の

3 側面（経済，環境，社会）を統合しており，各目

標が不可分であることが 2030 アジェンダに記さ

れている。この不可分性については，ターゲット

の記述においても確認が可能である。例えばター

ゲット 13.3 では気候変動に対する教育の推進が 
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第１表 SDGs における 17 の目標 1）と対応するアイコン 
目標 1（貧困）［7］ 
あらゆる場所のあらゆる形態の

貧困を終わらせる 

 

 目標 10（不平等）［10］ 
各国内および各国間の不平等を

是正する 

  
目標 2（飢餓）［8］ 
飢餓を終わらせ，食料 安全保障

及び栄養改善を実現し，持続可

能な農業を促進する 
 

 目標 11（持続可能な都市）［10］ 
包摂的で安全かつ強靭（レジリ

エント）で持続可能な都市およ

び人間居住を実現する 
 

目標 3（保健）［13］ 
あらゆる年齢のすべての人々の

健康的な生活を確保し，福祉を

促進する 
 

 目標 12（持続可能な生産と消費）

［11］ 
持続可能な生産消費形態を確保

する 
 

目標 4（教育）［10］ 
すべての人に包摂的かつ公正な

質の高い教育を確保し生涯学習

の機会を促進する 
 

 目標 13（気候変動）［5］ 
気候変動及びその影響を軽減す

るための緊急対策を講じる 

 
目標 5（ジェンダー）［9］ 
ジェンダー平等を達成し，すべ

ての女性および女児の能力強化

を行う 
  

 目標 14（海洋資源）［10］ 
持続可能な開発のために海洋・

海洋資源を保全し，持続可能な

形で利用する 
 

目標 6（水・衛生）［8］ 
すべての人々の水と衛生の利用

可能性と持続可能な管理を確保

する 
 

 目標 15（陸上資源）［12］ 
陸域生態系の保護，回復，持続可

能な利用の推進，持続可能な森

林の経営，砂漠化への対処，並び

に土地の劣化の阻止・回復及び

生物多様性の損失を阻止する  

 
 

目標 7（エネルギー）［5］ 
すべての人々の，安価かつ信頼

できる持続可能な近代的エネル

ギーへのアクセスを確保する 
 

 
 目標 16（平和）［12］ 

持続可能な開発のための平和で

包摂的な社会を促進し，すべて

の人々に司法へのアクセスを提

供し，あらゆるレベルにおいて

効果的で説明責任のある包摂的

な制度を構築する 
 

 

目標 8（経済成長と雇用）［12］ 
包摂的かつ持続可能な経済成長

及びすべての人々の完全かつ生

産的雇用と働きがいのある人間

らしい雇用（ディーセント・ワー

ク）を促進する  

 
 

 目標 17（実施手段）［19］ 
持続可能な開発のための実施手

段を強化し，グローバル・パート

ナーシップを活性化する 
 

目標 9（インフラ、産業化、イノ

ベーション）［8］ 
強靭（レジリエント）なインフラ

構築，包摂的かつ持続可能な産

業化の促進及びイノベーション

の推進を図る  

 
 
 ※各目標の表記は，JAPAN SDGs Action Platform5）

での記述を引用 
※目標の横の角括弧はターゲットの数を表す。 



 

第２表 目標 13（気候変動対策）に対応するターゲット 1)とグローバル指標 6) 
ターゲット グローバル指標 

13.1 すべての国々において，気候関連災害や自然

災害に対する強靱性（レジリエンス）及び適

応の能力を強化する。 

13.1.1 10万人当たりの災害による死者数，行方不明者

数，直接的負傷者数（1.5.1，11.5.1と同一） 

13.1.2 仙台防災枠組み 2015-2030 に沿った国家レベル

の防災戦略を採択し実行している国の数

（1.5.3，11.b.1と同一） 

13.1.3  国家防災戦略に沿った地方レベルの防災戦略

を採択し実行している地方政府の割合（1.5.4，

11.b.2と同一） 

13.2 気候変動対策を国別の政策，戦略及び計画に

盛り込む。 

13.2.1 国連気候変動枠組条約事務局に報告されている

国が決定する貢献，長期戦略，国内適応計画及

び適応報告書を有する国の数 

13.2.2 年間温室効果ガス総排出量 

13.3 気候変動の緩和，適応，影響軽減及び早期警

戒に関する教育，啓発，人的能力及び制度機

能を改善する。 

13.3.1 (i)地球市民教育及び(ii)持続可能な開発のた

めの教育が，（a）各国の教育政策，(b) カリキ

ュラム，(c) 教師の教育，及び(d)児童・生徒・

学生の達成度評価に関して，主流化されている

レベル（4.7.1，12.8.1と同一） 

13.a 重要な緩和行動の実施とその実施における

透明性確保に関する開発途上国のニーズに

対応するため，2020 年までにあらゆる供給

源から年間 1,000 億ドルを共同で動員する

という，気候変動枠組み条約の先進締約国に

よるコミットメントを実施するとともに，可

能な限り速やかに資本を投入して緑の気候

基金を本格始動させる。 

13.a.1 2025年までの1,000億ドルコミットメントとい

う継続的な既存の集団動員目標に関連して，１

年当たりに提供及び動員された金額（米ドル） 

13.b 後発開発途上国及び小島嶼開発途上国にお

いて，女性や青年，地方及び社会的に疎外さ

れたコミュニティに焦点を当てることを含

め，気候変動関連の効果的な計画策定と管理

のための能力を向上するメカニズムを推進

する。 

13.b.1 国連気候変動枠組条約事務局に報告されている

国が決定する貢献，長期戦略，国内適応計画及

び適応報告書を有する後発開発途上国及び小島

嶼開発途上国の数(13.2.1と同一） 

※ターゲットやグローバル指標の表記は，JAPAN SDGs Action Platform5）での記述を参照 
掲げられており，目標 4（教育）と重複する部分

があることが見て取れる（第 2 表）。 
 それぞれの目標には，内容をわかりやすく表現

したアイコン（第 1 表）が作成され，国際連合広

報センター7）から入手できる。先述のロゴや 17 個

の目標の色が表されたカラーホイールも含め，企

業等における事例紹介といった情報目的であれば，

ガイドライン 8）に従った利用が可能である。一方

で書籍を含む商用利用の場合は国連による許可を

得る必要がある（詳細はガイドラインを参照のこ

と）。 
2.2  グローバル指標 
 SDGs においては，目的達成に向けての推進力

として法的な拘束ではなく，インターネットやソ

ーシャルメディアの発展を背景として，到達度の

評価を通じた競争原理が導入されている 3）。この

到達度の評価のため，フォローアップとレビュー

を行うことが2030アジェンダに記載されており，

それぞれのターゲットには進捗評価に用いられる

グローバル指標が選定されている（第 2 表）。実際

の評価においては，グローバル指標に対応した指

標として各国で収集方法や算出方法を定義し，進

捗の評価を実施する。我が国が採用している指標

については，JAPAN SDGs Action Platform5）に

て確認が可能である。集められたデータは，国連

統計部のホームページ 9）において公表されている。

先述した各目標の不可分性はグローバル指標にも

反映されている。すなわち，グローバル指標の



 

13.1.1 が 1.5.1 や 11.5.1 と同一であること（第 2
表）が示すように，異なる目標のターゲットでグ

ローバル指標が共有されている。グローバル指標

は追加・削除を含む変更が適宜行われており，

2022 年 8 月現在 249 個（重複を除くと 234 個）

のグローバル指標が存在する 6）。 
2.3  進捗の評価 
 グローバル指標によるフォローアップとレビュ

ーのうち，世界全体を対象とした取り組みについ

ての報告が国連より毎年公表されている。また，

自発的国家レビュー（VNR）と呼ばれる国家単位

でのレビューも適宜行われており，国連の「持続

可能な開発に関するハイレベル政治フォーラム

（HLPF）」に提出されている。 
 このような公式な取り組みと並行し，SDGs の

進捗状況や達成に向けた課題をわかりやすく把握

するための取り組みとして，経済協力開発機構

(OECD) による指標 10）や持続可能な開発ソリュ

ーション・ネットワーク(SDSN)とドイツのベル

テルスマン財団が作成する SDG インデックス 11）

などが存在する。ここでは，SDGs の進捗状況の

国際比較を行う際に取り上げられる SDG インデ

ックスについて，概略を説明する。 
 SDGインデックスとは，各国におけるSDGsの
進捗状況を，一部のグローバル指標と補完する指

標を基に 100 点満点で算出したものである 12）。算

出方法は，まず各指標の現在位置を 100 点満点に

換算し，入手できた指数の算術平均から目標ごと

のスコアを算出する。その後，17 の目標のスコア

の算術平均をとることで各国の SDG インデック

スとなる 12）。SDG インデックスの特徴としては，

インフラや公共サービスの充実に焦点を当てた目

標が多い（目標 1～9）といった SDGs の性質と算

出方法を反映し，低所得国のスコアが高所得国よ

り低くなりやすいことが挙げられる 13）。また，多

くの指標の達成度が高い場合，達成度の低い指標

の存在が覆い隠されてしまうという問題があるた

め，各目標の下位 2つの指標の状況から色分け（高

得点から順に緑，黄色，橙，赤）を行うダッシュ

ボードや，進捗状況のペースを評価するトレンド

が併せて作成されている。 
2.4  世界における SDGs の進捗について 

 はじめに，国連による SDGs の進捗評価につい

て報告書をもとに概観すると，2019 年の報告 14）

においては極端な貧困や子供の死亡率，電気や安

全な水へのアクセスのように改善がみられる分野

と，自然環境に関する指標や飢餓，ジェンダー平

等など，進展が不十分であったり悪化している分

野が存在することが示された。これを踏まえて同

年に国連本部で開催されたSDGsサミットにおい

て， “Decade of Action”（行動の 10 年）という標

語が示され，SDGs の達成に向けて取り組みを加

速する必要があることが確認された 15）。その後

2022 年の報告 16）では新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）の影響による停滞や後退が確認さ

れており，目標 3（保健）に加えて目標 1（貧困）

や目標 2（飢饉），目標 4（教育），目標 5（ジェン

ダー）に特に悪影響を及ぼしていることが言及さ

れている。また，フォローアップの基礎となるグ

ローバル指標の収集に困難が生じていることも，

COVID-19 の影響として言及されている。 
 SDGs の進捗が停滞しているという傾向は，

SDG インデックスの変化からも判断できる（第 2
図）。世界全体の SDG インデックスは 2019 年ま

では増加傾向，特に低所得国における増加が大き

かったが，それ以降はわずかではあるが低下して

いる 13）。COVID-19 の影響については，特に目標

1（貧困）と目標 8（経済成長と雇用）のスコアに

影響を受けていることが示されている。また，

SDG インデックスの高い高所得国の課題として，

国際波及効果を表す International Spillover 
Index の得点が低いことが挙げられている。これ
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は，各国の消費を満たすために国外で発生する

CO2排出量に減少が見られないことが例として挙

げられ，他国の SDGs 達成に負の影響を与える国

際波及の存在を表しており，対策が必要であるこ

とが指摘されている。 
 最後に，上で示した 2022 年の報告 13, 16）におい

て，多くの指標は 2022 年 2 月以降のウクライナ

情勢の影響は受けていない。そのため具体的な影

響はまだ評価されていないが，多くの目標 (1, 2, 
4, 8, 10, 16, 17) において悪影響が出ることが指

摘 16）されており，COVID-19 も含め SDGs のよ

うな中長期的な課題への関心や優先順位の低下を

もたらしていることが指摘されている 13）。 

3. 日本における SDGs 

3.1 日本における SDGs の取り組み 
 先述の通り，SDGs の達成に向けた取り組みに

おいては，各国の状況に併せ，優先順位をつけて

取り組みを行うことが推奨されている。その中で，

我が国においては持続可能な開発（SDGs）推進本

部が SDGs 実施指針 17）を策定し，「5 つの P」に

対応した以下の 8分野（第 3表）を優先課題とし，

具体的な施策がSDGsアクションプランとして毎

年とりまとめられている。 
 また，2030 アジェンダで求められている，企業・

団体といった民間でのSDGsの貢献を促進するた

めの取り組みが行われている。例えば JAPAN 
SDGs Action Platform5）では，企業，団体等にお

ける優れた取り組みが「ジャパンSDGsアワード」

として紹介されている。また，企業等での取り組

みを行う方法を論じた資料として SDG コンパス

18）があるが，経済産業省や環境省を始めとする

様々な団体が作成したマニュアル等も，JAPAN 
SDGs Action Platform5）から確認が可能である。 
3.2 日本における SDGs の進捗状況 
 我が国における SDGs の進捗については，2017
年と 2021 年に VNR が行われている。このうち

2021 年の VNR の報告書 19）について SDGs 推進

円卓会議の民間構成員による評価を紹介すると，

成果として SDGs 推進の枠組み構築，2050 年の

カーボンニュートラルの宣言，企業や地方自治体

などにおける認知度や取り組みの向上などが挙げ

られている。一方で課題としては，企業や地方自

治体など国以外の主体による取り組みを国・世界

のSDGsの進捗と連結させるツールの作成や認知

度の質的な向上，新しいビジネスモデルを推進さ

せるための取り組みなどが挙げられている。 
 企業によるSDGsに関わる取り組みについては，

2020 年に日本経済団体連合会によるアンケート

20）において調査が行われた。その中では，事業内

容のマッピングや，優先課題の決定が多く行われ

ていることが示されている。また，SDGs の経営

への統合に向けた取り組みについても増加してい

る傾向が示されており，事業戦略においては目標

7（エネルギー），目標 9（インフラ、産業化、イ

ノベーション），目標 13（気候変動），社内向けの

組織運営においては目標 5（ジェンダー）や目標

8（経済成長と雇用）についての取り組みが多くな

っていた。 
 世間一般における SDGs の認知度については，

インターネットを用いた調査が複数行われている。

経時的に行われた例として（株）電通 21），（株）損

保ジャパン 22）による調査を取り上げると，いずれ

の調査においても，SDGs という言葉自体の認知

度は2019年までは10～30％と非常に低くなって

いたが，2020 年から増加に転じ，2022 年には 8
割を超える水準に至っていた。この要因としては，

SDGs を扱うテレビ番組の増加が示唆されている

21）。また，内容についての認知度は特に 10 代で

多いという傾向がみられ，学習指導要領の改訂に

伴って学校教育で触れられるようになったことの

影響が示唆されている 22）。 

第 3 表 SDGs 実施指針 17）で示された優先課題 
1. あらゆる人々の活躍の推進 (People) 
2. 健康・長寿の達成 (People) 
3. 成長市場の創出，地域活性化，科学技術イノ

ベーション (Prosperity) 
4. 持続可能で強靭な国土と質の高いインフラ

の整備 (Prosperity) 
5. 省・再生可能エネルギー，気候変動対策，循

環型社会 (Planet) 
6. 生物多様性，森林，海洋等の環境の保全  

(Planet) 
7. 平和と安全・安心社会の実現 (Peace) 
8. SDGs 実施推進の体制と手段  

(Partnership) 



 

4. おわりに 

 本稿では SDGs について基本的な仕組みと

2022 年現在の進捗状況について解説を行った。

SDGs で新しく導入された仕組みは，2030 アジェ

ンダ以降の国際協力においても影響を与えていく

と考えられる。ここで示した情報が，今後の木材

産業を考えるうえで有用となれば幸いである。 
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